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毎 月 人 口 異 動 調 査 の 概 要 

 

１ 調査の目的 ： この調査は、統計法に基づく国勢調査の実施以後、次の国勢調査の実施までの間におけ

る、県及び市町村の人口及び世帯数を推計し、人口の年齢別構成の把握等、各種行政施策

の基礎資料を提供することを目的としています。 

 

２ 調 査 事 項 ： 出生者の男女別、日本人・外国人別、出生年月 

           死亡者の男女別、日本人・外国人別、出生年月、世帯増減  

           転入者の男女別、日本人・外国人別、出生年月、世帯増減、従前地 

           転出者の男女別、日本人・外国人別、出生年月、世帯増減、転出先 

           職権記載者及び消除者の男女別、日本人・外国人別、出生年月、世帯増減 

 

３ 推計の方法 ： 国勢調査による人口及び世帯数を基礎にして、これにその後の住民基本台帳法に基 

づく異動データを加減して推計しています。（※） 

現在の基礎数値は、平成27年国勢調査によって得た数値です。 

（※）住民基本台帳法（以下「住基法」といいます。）の改正により、外国人住民に 

  ついても住基法の適用対象に加えられることとなり、外国人登録法は平成24年 

  7月9日に廃止されました。それに伴い、平成24年7月9日以降は、外国人住民に 

  ついても住基法に基づく異動データにより推計しています。 

 

 

利 用 に あ た っ て 

 

１ 利用上の留意事項 

(1) 数値の端数処理 この報告書の構成比、指数、増減率等の数値は単位未満を四捨五入して得た数値です。 

(2) 記    号 △はマイナスを示します。  Pは暫定値を示します。 

(3) この報告書に掲載されていない関連資料 

 ① 市町村別・月別異動状況一覧表                     県が保管 

 ② 市町村別・月別移動先別表    （移動先は都道府県別）          〃 

 ③ 市町村別・年齢別・月別移動者数 （年齢は5歳階級別）           〃 

 ④ 市町村別・年齢別死亡者数                         〃 

 ⑤ 市町村別・各歳別人口（令和2年4月1日現在及び同年10月1日現在）     〃 
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２ 用語の解説 

(1) 人  口 ････ 本書に掲載する人口は、月の初日午前零時現在の常住人口（外国人を含む）です。 

            推計方法は、直近の国勢調査結果数値を基準人口とし、これにその後の「毎月人口異 

動調査」から得られる各月の住民基本台帳法上の異動数を加減して求めています。 

 ※ 推計人口の基となる国勢調査人口は「常住している人」の数ですが、住民基本台帳人口は「住 

民基本台帳に登録されている人」の数であるため、「推計人口」と「住民基本台帳人口」は一致 

しません。 

(2) 県計人口 ････ 市町村単位の人口はすべての異動を加減して推計し、この数字を積み上げて、各市 

計郡計等を算出していますが、県計人口は県内での転入・転出は除いて推計している 

ため市計と郡計を合算しても県計とは一致しません。 

また、平成17年2月13日に山口村が岐阜県中津川市に編入合併していますが、それ 

以前の県計人口には旧山口村分を含んでいます。 

(3) 自然増減 ････ 出生数から死亡数を差し引いたもの。 

   ① 出  生：出生届により住民票の記載をした者 

 ② 死  亡：死亡届又は失踪宣告届により住民票を消除した者 

(4) 社会増減 ････ 転入数から転出数を差し引き、その他の増減を加えたもの。 

   ① 転  入：転入届及び中長期在留者等になった場合の届出により住民票の記載をした者 

② 転  出：転出届により住民票を消除した者 

※ 平成29年年報から、社会増減数(率)については、その他の増減を加えて算出しています(平成28年

年報までは「転入数－転出数」で算出)。 

 (5) その他の増減 ････ 職権記載数から職権消除数を差し引いたもの。 

   ① 記  載：市町村の居住実態調査等により住民基本台帳から消除されたが、実際の居住地において住

民基本台帳に記載された者等。 

   ② 消  除：市町村の居住実態調査等または入国管理局からの通知により、居住実態がないとして住民

基本台帳から消除された者等。 

(6) 年  齢 ････ 令和2年10月1日 午前零時現在の年齢 

(7) 年齢構造指数 ････ 次の年齢構造指数を掲載しています。 

① 年少人口指数：15～64歳人口に対する15歳未満人口の比率 

         

15歳未満人口

15～64歳人口
年少人口指数 ＝ × 100
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② 老年人口指数：15～64歳人口に対する65歳以上人口の比率 

       

65歳以上人口

15～64歳人口
老年人口指数 ＝ × 100

   

③ 従属人口指数：15～64歳人口に対する15歳未満人口と65歳以上人口の計の比率 

             

(15歳未満人口)＋ (65歳以上人口)
＝ × 100

15～64歳人口
従属人口指数

   

④ 老年化指数：15歳未満人口に対する65歳以上人口の比率 

       

65歳以上人口

15歳未満人口
老年化指数 ＝ × 100

   

(8) 世  帯 ････ 住居及び生計をともにする者の集まり、または１人で独立して住居若しくは生計を 

  維持する者。 

※ 国勢調査の世帯の定義の中には次のようなものがあり、住民基本台帳法の世帯の定義とは異なっ 

ているので留意してください。 

①  学校の寮・寄宿舎で起居を共にし、通学している学生・生徒は、棟ごとにまとめて１つの世 

帯としています。 

②  雇主と同居している単身住み込みの雇人は、雇主の世帯に含めています。 

③  社会施設の入所者や、病院・療養所などに既に3か月以上入院している入院患者は、 

その施設の棟ごとにまとめて１つの世帯としています。 
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調 査 結 果 の 概 要 
 

１ 人口と世帯の概況 

 

（令和３年１月１日現在） 

総人口  ２，０３１，７９５人 １９年連続の減少 

世帯数  ８３３，７１２世帯 

一世帯当たり人員  ２．４人 

 

令和３年１月１日現在の本県の総人口は 2,031,795 人で、前年に比べ 14,865 人減少しています。 

世帯数は 833,712 世帯で、前年に比べ 4,029 世帯増加しています。また、一世帯当たりの人員は 2.4 人とな

っています。（表１） 

 

 

 

世帯数 人　　　　　口　　(人） 1 世 帯 当 た り 人口密度

(世帯） 総数 男 女 人 口 ( 人 ） （人/k㎡）

令和3年1月1日 833,712 2,031,795 992,023 1,039,772 2.4 149.8

令和2年1月1日 829,683 2,046,660 998,998 1,047,662 2.5 150.9

増　　減　 4,029 △ 14,865 △ 6,975 △ 7,890 △0.1 △ 1.1

調　査　時　点

 

 

10 月１日現在の総人口の推移をみると、昭和 30 年以降、昭和 40 年代中頃まで減少傾向が続いた後、第二

次ベビーブームや社会増加（転入超過）等により増加に転じ、平成 13 年に過去最高の 2,220,208 人となりまし

たが、それ以降は、自然減少と社会減少により、19 年連続で減少しています。  

また、世帯数の推移をみると、単身世帯の増加等により、増加傾向が続いています。 （図１） 

   

  

　　　　注）各年10月1日現在

　　　　　　昭和30年から平成27年までの5年ごとは、国勢調査結果による。

　　　    　国勢調査実施年以外の年は毎月人口異動（報告）調査による。
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図１ 人口と世帯の推移 

 

表１ 人口と世帯数の状況 
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年間人口増減数   △ １４，８６５人     人口増減率   △  ０．７３ ％ 

 

令和２年１月から 12 月までの 1 年間の人口増減は 14,865 人の減少で、９年連続で１万人を超える減少とな

っています。また、令和２年１月１日現在の総人口に対する人口増減率は△0.73％となっています。 

人口増減の内訳をみると、自然動態が 12,425 人の減少、社会動態が 2,440 人の減少となり、自然動態は、

平成 16 年以降減少が続いています。（表２、図２） 

 

 

 

 

自然増減 出生 死亡 社会増減 転入 転出

f + e f (a -b) a b e (c -d + g) c d

令和２年
（令和2年1月～12月）

△ 14,865 △0.73 △ 12,425 13,104 25,529 △ 2,440 33,687 35,435 △ 692

令和元年
（平成31年1月～令和元年12月）

△ 14,393 △0.70 △ 12,305 13,750 26,055 △ 2,088 38,323 39,469 △ 942

差 △ 472 △ 0.03 △ 120 △ 646 △ 526 △ 352 △ 4,636 △ 4,034 250

g

自然動態　　(人）

年　　　次 人口増減数
（人）

人口増減率
（％）

その他
増減

社会動態　　(人）
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   注）各年 1 月～12 月の年間増減 

      毎月人口異動調査による 

 

 

 

   

 

表２ 人口増減の状況 
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人口減少  １９市２１町２９村    人口増加  ２町５村    増減なし １村 

 

令和３年１月１日現在の市町村別人口をみると、長野市 367,942 人、松本市 239,414 人、上田市 152,653 人

で 10 万人以上の市が３市あり、上位 10 市で総人口の 63.8％を占めています。 

一方、人口が最も少ないのは、平谷村の 397 人で、続いて 売木村 493 人、北相木村 700 人の順となってい

ます。 

令和２年１月から 12 月までの１年間の人口増減をみると、人口が増加したのは７町村（前年８町村）、人口が

減少したのは 69 市町村（前年 69 市町村）、増減なしが１村となっています。 

人口増減率が最も高いのは軽井沢町で 2.49％、自然増減率が最も高いのは南箕輪村で 0.11％、社会増減

率が最も高いのは南相木村で 3.52％となっています。（表３、図３） 

 

 

 

  

 

1 長 野 市 367,942 18.11 軽 井 沢 町 2.49 南 箕 輪 村 0.11 南 相 木 村 3.52

2 松 本 市 239,414 11.78 南 牧 村 1.63 宮 田 村 △ 0.30 軽 井 沢 町 2.98

3 上 田 市 152,653 7.51 南 相 木 村 1.43 川 上 村 △ 0.31 南 牧 村 2.82

4 佐 久 市 98,341 4.84 御 代 田 町 0.71 豊 丘 村 △ 0.36 麻 績 村 1.23

5 飯 田 市 96,864 4.77 南 箕 輪 村 0.70 塩 尻 市 △ 0.37 御 代 田 町 1.22

6 安 曇 野 市 94,029 4.63 松 川 村 0.47 小 布 施 町 △ 0.38 松 川 村 0.96

7 塩 尻 市 66,254 3.26 豊 丘 村 0.02 売 木 村 △ 0.38 原 村 0.74

8 伊 那 市 65,841 3.24 原 村 0.00 箕 輪 町 △ 0.40 王 滝 村 0.68

9 千 曲 市 58,775 2.89 小 布 施 町 △ 0.03 松 本 市 △ 0.41 南 箕 輪 村 0.60

10 茅 野 市 55,075 2.71 佐 久 市 △ 0.26 長 野 市 △ 0.45 平 谷 村 0.50
～ ～ ～ ～ ～

68 栄 村 1,634 0.08 根 羽 村 △ 2.79 上 松 町 △ 1.77 飯 山 市 △ 1.11

69 泰 阜 村 1,547 0.08 木 曽 町 △ 2.80 木 祖 村 △ 1.93 朝 日 村 △ 1.12

70 天 龍 村 1,128 0.06 栄 村 △ 3.08 小 川 村 △ 2.01 阿 智 村 △ 1.16

71 大 鹿 村 934 0.05 山 ノ 内 町 △ 3.37 阿 南 町 △ 2.04 木 曽 町 △ 1.29

72 南 相 木 村 922 0.05 天 龍 村 △ 3.42 南 相 木 村 △ 2.09 山 ノ 内 町 △ 2.10

73 根 羽 村 837 0.04 北 相 木 村 △ 3.71 平 谷 村 △ 2.23 北 相 木 村 △ 2.20

74 王 滝 村 731 0.04 売 木 村 △ 5.19 栄 村 △ 2.55 売 木 村 △ 4.81

75 北 相 木 村 700 0.03 野 沢 温 泉 村 △ 6.49 天 龍 村 △ 2.65 野 沢 温 泉村 △ 5.13

76 売 木 村 493 0.02 小 谷 村 △ 7.00 根 羽 村 △ 2.79 小 谷 村 △ 5.96

77 平 谷 村 397 0.02 白 馬 村 △ 8.76 麻 績 村 △ 2.80 白 馬 村 △ 8.25

- 県 計 2,031,795 - - △ 0.73 - △ 0.61 - △ 0.12

割合(%) 市　町　村 割合(%) 市　町　村 割合(%)

社 会 増 減 率自 然 増 減 率人 口 増 減 率令和3年1月1日現在人口

順　位 県人口に占
める割合(%)

市　町　村 人口（人） 市　町　村

 

 

 

１年間の人口増減数

令和2年1月1日現在人口

１年間の自然増減数

令和2年1月1日現在人口

１年間の社会増減数

令和2年1月1日現在人口

注） 人口増減率（％）＝ × 100

自然増減率（％）＝ × 100

社会増減率（％）＝ × 100

 

 

表３ 人口、人口増減率、自然増減率、社会増減率の上位・下位市町村 
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        図３ 市町村別人口の増減率（令和２年） 
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３ 自然動態 

 

自然増減数  △ １２，４２５人    前年比  △ １２０人 
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自然増加  １村     自然減少  ７６市町村 

 

令和２年中の自然動態をみると、出生者数

が13,104人で、前年に比べ646人減少し、死

亡者数は 25,529 人で、前年に比べ 526 人減

少しています。 

   昭和 30 年以降の自然増減数の推移をみる

と、昭和 41 年のひのえうまの大きな減少を除

き、増減が繰り返されたものの、昭和49年まで

増加傾向となっていましたが、それ以後急速

に減少傾向となっています。 

また、平成 16 年に死亡者数が出生者数を

上回る自然減に転じてからは、17 年連続で自

然減となっています。 （図６、５ページ 表２） 

   

  

令和２年の各月の自然動態をみると、各月

とも死亡者数が出生者数を上回っています。 

（図７） 

図７ 月別自然動態 

自然動態を市町村別にみると、１村が自然増加、76 市町村で自然減少となっています。 

自然増減率が最も高いのは、南箕輪村の 0.11％となっています。 

一方、最も低いのは、麻績村の△2.80％で、以下 根羽村△2.79％、天龍村△2.65％の順となっていま

す。 （６ページ 表３） 
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４ 社会動態 

   

３月は転出超過、４月は転入超過     

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12月

転入者数

転出者数

（人） （令和２年）

 

社会増加  ２５市町村    社会減少  ５１市町村    増減なし １村 

社会動態を市町村別にみると、25 市町村で社会増加、51 市町村で社会減少となっています。 

社会増減率が最も高いのは、南相木村の 3.52％で、以下 軽井沢町2.97％、南牧村2.82％の順となっていま

す。一方、最も低いのは、白馬村の△8.25％で、以下 小谷村△5.96％、野沢温泉村△5.13％の順となって

います。（６ページ 表３） 

 

令和２年中の社会動態をみると、県外（国外

を含む）からの転入者数は 33,687 人で前年に

比べ 4,636 人減少し、県外（国外を含む）への

転出者数は 35,435 人で前年に比べ 4,034 人

減少となりました。この結果、届出者数でみる

と、転出者が転入者を 1,748 人上回り、転出超

過となりました。 

このほか、その他増減(職権による記載、消

除)が 692 人減少し、これを加えた社会動態は

2,440 人減少しています。 

図８では、届出のあった転出入者にその他

増減を加味した数値を示していますが、平成

13 年からは 20 年連続して社会減となっていま

す。（図８、５ページ 表２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年の各月の社会動態をみると、就学

や就労等による異動が多い３月と４月にかけ

て、転入者数、転出者数がともに多くなってい

ます。 （図９） 

また、７月以降は、転入者数が転出者数を

上回る転入超過が６か月続いています。 

図９ 月別社会動態(転入－転出) 

図８ 社会動態の推移 
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転入者数、転出者数ともに東京都が最も多い 

転入者の従前地をみると、東京都が 19.9％で最も多く、次いで国外が 13.3％、以下、神奈川県、愛知県、埼

玉県、千葉県の順になっています。 

転出者の転出先をみると、東京都が 20.8％で最も多く、次に国外が 11.7％、以下、神奈川県、埼玉県、愛知

県、千葉県の順になっています。従前地の 40.6％、転出先の 43.1％が東京圏となっています。 （表６） 

 

表６ 都道府県別移動者割合（令和２年）        

従　前　地 総数（人） 構成比(%) 転　出　先 総数（人） 構成比(%)

1 東 京 都 6,712 19.9 東 京 都 7,358 20.8

2 国 外 4,481 13.3 国 外 4,139 11.7

3 神 奈 川 県 2,858 8.5 神 奈 川 県 3,180 9.0

4 愛 知 県 2,521 7.5 埼 玉 県 2,945 8.3

5 埼 玉 県 2,456 7.3 愛 知 県 2,657 7.5

6 千 葉 県 1,660 4.9 千 葉 県 1,791 5.1

7 新 潟 県 1,127 3.3 群 馬 県 1,192 3.4

8 群 馬 県 1,042 3.1 新 潟 県 1,131 3.2

9 大 阪 府 973 2.9 山 梨 県 1,035 2.9

- そ の 他 9,857 29.3 そ の 他 10,007 28.2

- 合　　　　　計 33,687 100.0 合　　　　　計 35,435 100.0

順　位
転　　　　　入　　　　　者 転　　　　　出　　　　　者

 

 

転入者数、転出者数ともに２０歳～２４歳が最も多い 

（令和２年）　
増減

a （人） 構成比（％） b （人） 構成比（％） a-b （人）

1,792 5.3 1,277 3.6 515
1,127 3.3 844 2.4 283

563 1.7 516 1.5 47
1,512 4.5 2,974 8.4 △ 1,462

うち 18 ～19 1,266 3.8 2,605 7.4 △ 1,339
6,664 19.8 9,834 27.8 △ 3,170
6,177 18.3 6,767 19.1 △ 590
3,980 11.8 3,658 10.3 322
2,830 8.4 2,383 6.7 447
2,137 6.3 1,702 4.8 435
1,792 5.3 1,577 4.5 215
1,345 4.0 1,225 3.5 120
1,021 3.0 807 2.3 214

855 2.5 536 1.5 319
609 1.8 377 1.1 232
470 1.4 292 0.8 178
298 0.9 205 0.6 93
515 1.5 461 1.3 54

33,687 100.0 35,435 100.0 △ 1,748計

35～39
40～44
45～49
50～54
55～59

25～29
30～34

65～69
70～74
75～79
80以上

転入者数 転出者数

表７　年齢５歳階級別社会動態（県外移動）

年齢階級
（歳）

0～4

60～64

5～9
10～14
15～19

20～24

 
 

 

年齢５歳階級別の転入者数をみると、20～

24 歳が 6,664 人（19.8％）で最も多く、次いで

25～29 歳 6,177 人（18.3％）、30～34 歳 3,980

人（11.8％）の順となっています。 

転 出 者 数 は 、 20 ～ 24 歳 が 9,834 人

（27.8％）で最も多く、次いで 25～29 歳 6,767

人（19.1％）、30～34歳3,658人（10.3％）の順

となっています。 

増減をみると、転入超過は 0～4 歳が 515

人で最も多く、以下 35～39 歳 447 人、40～44

歳 435 人の順となっています。 

一方、転出超過は 20～24 歳が 3,170 人で

最も多く、以下 15～19 歳 1,462 人、25～29 歳

590 人の順となっています。 

（表７） 



 - 16 - 

20～24 歳の女性の転出超過が最も多い 

 

年齢５歳階級別の社会動態を男女別にみ

ると、転入者数、転出者数ともに男性が多く

なっています。 

一方で、増減をみると、男性の△588 人に

対して、女性が△1,160 人となっており、女性

の転出超過数が大きくなっています。 

15～19 歳、20～24 歳、25～29 歳の３区分

については、男女ともに転出超過となってい

ますが、特に、20～24 歳の女性の転出超過

が 1,953 人で最も多くなっています。 

（表８） 

（令和２年）

男 女 男 女 男 女

918 874 652 625 266 249

591 536 435 409 156 127

279 284 272 244 7 40

826 686 1,639 1,335 △ 813 △ 649

うち18～19 702 564 1,447 1,158 △ 745 △ 594

3,943 2,721 5,160 4,674 △ 1,217 △ 1,953

3,585 2,592 3,979 2,788 △ 394 △ 196

2,271 1,709 2,103 1,555 168 154

1,578 1,252 1,362 1,021 216 231

1,216 921 982 720 234 201

1,055 737 940 637 115 100

821 524 754 471 67 53

595 426 508 299 87 127

520 335 333 203 187 132

339 270 200 177 139 93

258 212 146 146 112 66

126 172 85 120 41 52

174 341 133 328 41 13

19,095 14,592 19,683 15,752 △ 588 △ 1,160

表８　年齢５歳階級別社会動態（県外移動・男女別）

増減（人）

40～44

35～39

30～34

25～29

20～24

15～19

年齢階級
（歳）

10～14

5～9

0～4

転入者数（人） 転出者数（人）

60～64

55～59

50～54

45～49

計

80以上

75～79

70～74

65～69



- 17 - 

 

５ 広域市町村圏別人口 

長野地域と松本地域に総人口の約４７％が集中 

令和３年１月１日現在の人口を広域市町村圏別にみると、最も多いのは長野地域の 527,272 人（26.0％）、次

いで松本地域 420,578 人（20.7％）、佐久地域 204,249 人（10.1％）の順となっています。 

令和２年中の人口増減率をみると、全地域で減少しており、このうち大北地域は減少率が 2.51％となっていま

す。（表９） 

 

表９ 広域市町村圏別人口  

令和2.1.1 令和2年中

人口（人） 割合(％) 人口（人） 増減数(人) 令和２年中 令和元年中 平成30年中 平成29年中 平成28年中

佐 久 204,249 10.1 204,539 △ 290 △ 0.14 △ 0.38 △ 0.34 △ 0.42 △ 0.44

上 小 191,547 9.4 193,039 △ 1,492 △ 0.77 △ 0.85 △ 0.36 △ 0.55 △ 0.39

諏 訪 191,499 9.4 193,073 △ 1,574 △ 0.82 △ 0.83 △ 0.70 △ 0.56 △ 0.53

上 伊 那 179,105 8.8 180,537 △ 1,432 △ 0.79 △ 0.61 △ 0.43 △ 0.48 △ 0.50

飯 伊 153,744 7.6 155,656 △ 1,912 △ 1.23 △ 1.15 △ 0.98 △ 0.97 △ 0.90

木 曽 25,209 1.2 25,801 △ 592 △ 2.29 △ 2.55 △ 2.11 △ 2.32 △ 2.00

松 本 420,578 20.7 422,273 △ 1,695 △ 0.40 △ 0.43 △ 0.32 △ 0.29 △ 0.24

大 北 56,157 2.8 57,603 △ 1,446 △ 2.51 △ 0.96 △ 0.77 △ 1.14 △ 1.32

長 野 527,272 26.0 530,337 △ 3,065 △ 0.58 △ 0.66 △ 0.67 △ 0.51 △ 0.52

北 信 81,735 4.0 83,291 △ 1,556 △ 1.87 △ 1.18 △ 1.28 △ 1.34 △ 1.40

県 計 2,031,795 100.0 2,046,660 △ 14,865 △ 0.73 △ 0.70 △ 0.58 △ 0.56 △ 0.54

注1）県計と各地域の推計方法が異なるため、各地域の計と県計は一致しません。

注2）各広域市町村圏に含まれる市、郡名

　　佐久地域　： 小諸市、佐久市、南佐久郡、北佐久郡 木曽地域　： 木曽郡

　　上小地域　： 上田市、東御市、小県郡 松本地域　： 松本市、塩尻市、安曇野市、東筑摩郡

　　諏訪地域　： 岡谷市、諏訪市、茅野市、諏訪郡 大北地域　： 大町市、北安曇郡

　　上伊那地域：伊那市、駒ヶ根市、上伊那郡 長野地域　： 長野市、須坂市、千曲市、埴科郡、上高井郡、上水内郡

　　飯伊地域　： 飯田市、下伊那郡 北信地域　： 中野市、飯山市、下高井郡、下水内郡

人口増減率の推移（％）
地 域

令和3.1.1現在

 

 

15～64 歳人口割合が高い松本地域、65 歳以上人口割合が高い木曽地域 

年齢３区分別人口割合を広域市町村圏別にみると、15 歳未満人口割合は上伊那地域の 12.8％が、15～64

歳人口割合は松本地域の 58.0％が、65 歳以上人口割合は木曽地域の 43.0％がそれぞれ最も高くなっていま

す。（表 10） 

人　　口　　　（人） 割　　合　　（％） 年　齢　構　造　指　数

75歳以上 75歳以上

佐 久 204,946 24,500 112,640 65,929 35,169 12.1 55.5 32.5 17.3 21.8 58.5 80.3 269.1

上 小 191,730 22,997 106,863 60,766 32,703 12.1 56.1 31.9 17.2 21.5 56.9 78.4 264.2

諏 訪 191,850 22,912 104,927 63,304 35,381 12.0 54.9 33.1 18.5 21.8 60.3 82.2 276.3

上 伊 那 179,322 22,771 98,967 56,760 31,230 12.8 55.4 31.8 17.5 23.0 57.4 80.4 249.3

飯 伊 154,041 19,393 80,680 52,965 30,021 12.7 52.7 34.6 19.6 24.0 65.6 89.7 273.1

木 曽 25,310 2,328 12,065 10,856 6,178 9.2 47.8 43.0 24.5 19.3 90.0 109.3 466.3

松 本 421,081 51,985 241,718 123,356 67,226 12.5 58.0 29.6 16.1 21.5 51.0 72.5 237.3

大 北 56,179 5,667 29,247 20,903 11,311 10.2 52.4 37.4 20.3 19.4 71.5 90.8 368.9

長 野 527,744 62,995 292,211 166,565 90,252 12.1 56.0 31.9 17.3 21.6 57.0 78.6 264.4

北 信 81,942 9,083 42,910 29,780 15,917 11.1 52.5 36.4 19.5 21.2 69.4 90.6 327.9

県 計 2,034,971 244,789 1,122,774 651,306 355,498 12.1 55.6 32.3 17.6 21.8 58.0 79.8 266.1

注） 1　県計と各地域の推計方法が異なるため、各地域の計と県計は一致しません。

　　　2　人口総数には、年齢不詳を含みます。

地 域

（令和2年10月1日現在）

総数 15歳未満 15～64歳 65歳以上 15歳未満 15～64歳 65歳以上 年少人口 老年人口 従属人口 老年化

 

表 10 広域市町村別・年齢３区分別人口 
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県内移動は同一地域、県外移動は関東地方との移動が多い 

県内移動を広域市町村圏別にみると、同一地域内での移動が 50％を超える地域が４地域となっています。 

県外移動では、飯伊地域と木曽地域が東海地域からの移動が最も多くなっている他は、いずれの地域も関

東地方からの移動が最も多くなっています。 （図 10） 

図 10 従前地別移動者数及び割合 

（県内移動)

（県外移動)

　（県外各域区分）
北　　海　　道 　： 　北海道
東　北　地　方　： 　青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
関　東　地　方　： 　茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
北　陸　地　方　： 　新潟県、富山県、石川県、福井県
東　海　地　方　： 　岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
近　畿　地　方　： 　滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
中　国　地　方　： 　鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
四　国　地　方　： 　徳島県、香川県、愛媛県、高知県

九州・沖縄地方　： 　福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県
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1,264 人

7,465人

1,044 人

東海
31.9%

関東 49.1%

関東
30.5%

国外

19.0%

その他
22.0%

(人)

2,905人

5,901人

(人)

            



長野県毎月人口異動調査結果 （単位：人）

推計人口 2,046,660
男 998,998
女 1,047,662

自 然 増 減 △ 12,425
男 △ 6,047
女 △ 6,378

13,104
6,681
6,423

25,529
12,728
12,801

社 会 増 減 △ 2,440
総　数 △ 14,865

男 △ 6,975 転入－転出 △ 1,748
女 △ 7,890 男 △ 588

女 △ 1,160

19,095

14,592

35,435
19,683
15,752

そ の 他 △ 692
1,600
2,292

推計人口 2,031,795
男 992,023
女 1,039,772

職権記載
職権消除

令和3年1月1日現在

33,687
　男　

　女　

県外への転出
　男　
　女　

死亡
男
女

令和2年 年間増減数

県外からの転入

主　要　数　値　表

令和2年1月1日現在

出生
男
女

人口（人） 割合（％） 人口（人） 割合（％） 人口（人） 割合（％）

2,034,971 100.0 993,771 100.0 1,041,200 100.0

244,789 12.1 125,345 12.7 119,444 11.5

1,122,774 55.6 572,258 58.2 550,516 53.2

651,306 32.3 286,471 29.1 364,835 35.3

う ち 75 歳 以 上 355,498 17.6 142,930 14.5 212,568 20.5

注）総数には年齢不詳を含みます。

15 歳 未 満

15 ～ 64 歳

65 歳 以 上

年　齢　構　成
（令和２年10月１日現在）

区　　　　　　分

総 数

合　　計 男 女

－19－



－20－






























































































































